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や課題を明らかにすることを第 2 の目的とする。 
 
2. 調査の構成 
 本調査研究は主に 2 つの部分より構成される。１つは論文データの定量分析であり、こ
れは全世界を対象とした分析と 6 つの途上国を調査対象とした事例分析により成り立つ。
具体的にはトムソンロイター サイエンティフィック社のデータ（主に National Science 











NSI 2006 の 1985 年から 2005 年までの 161 ヶ国のデータを用いると、全ての所得水準・
地域ならびに国（インドや中国を別に扱う）の論文数は増加を示す。しかし、これまでの
高所得国の寡占状態は若干弱まり（高所得国の論文数は約 3.8 倍（549,813 から 1,077,096）
に増加、シェアは 85.0%から 78.6%に減少）、中国などを含む中所得国のシェアは増加する。
一方、最も所得水準の低い低所得国のシェアは減少する（インドを除く低所得国の論文数
は約 2.0 倍（4,932 から 9,596）に増加、シェアは 0.8%から 0.7%へ減少。サハラ以南アフリ











年から 2007 年の 10 年間で国際共著率は増加する。また地域により国際共著の傾向は異な
る。各国・各年の国際共著率を地域ごとに分析すると、例えばサハラ以南アフリカ地域の



















































































国際共著率の推移（1998 年と 2007 年の比較）    地域別の国際共著率の分布
 





論文数と国民１人当たり GDP        論文数と国際共著率 
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1980 年から 2008 年までの間で、ナイジェリアを除く調査対象 5 ヶ国の論文数は多少の増
減はあるもののほぼ単調な増加傾向を示し、特にパキスタンは 2000 年を境に急速な伸びを
示す。ナイジェリアの論文数は 1980 年には他の 5 ヶ国の 3 倍以上だったが、86 年を境に減






調査対象国の国際共著率は、6 ヶ国中で論文数が相対的に少ない 4 ヶ国で 70％から 90%




合）に関しては、論文数の多いパキスタンやナイジェリアで約 8 割（各 78.4%、79.0%）と
高く、論文数が少ないインドネシアでは約 3 割（28.3%）と低い。 





























































































































































































































   国際共著時の主要国割合     国際共著時のオーナーシップ率 
調査対象国と主要国際共著国との間の資金フロー（10 年間の累計） 
  
出典：OECD International Development Statistics を基に集計 
(3) 日本の国際共著の特徴 
日本と調査対象国の間の共著の特徴を米国と比較すると、東南アジアなど日本に近い国
では、日本は米国よりも 2 国間で共著する割合が 3 ヶ国以上で共著する割合よりも大きい。
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インドネシア(30803.2) フィリピン(25949.1) バングラデシュ(6228.8) パキスタン(10802.5) ケニア(6263.6) ナイジェリア(10504.6)





























































































































年からの 10 年間の国際共著率が増加することや、地域的な差異などが示された。 

























































ヶ国を対象とした詳細な分析から成る。前者は主に National Science Indicators, 1981-2006, 






トムソンロイター サイエンティフィック社のデータ（NSI 2006 や WoS）を使用する。
ユーザードキュメントによると、NSI 2006 は、articles, notes, reviews の 3 種類の文献を学術
論文として扱い、これらを 24 分野 106 カテゴリーに分類する。そして 1981 年から 2006 年
までの 26 年間に同社が論文データの収集対象とする学術誌に 100 本以上の論文が掲載され
た 180 の国と地域を含む。図表 1 に、NSI 2006 のデータ概要を示す。各国の論文数の平均
は 107,777、平均被引用数は 8.2 であり、同期間の世界全体の総論文数は 16,777,329、被引
用数は 236,102,242 である。 
図表 1 NSI 2006 のデータ概要 
  
社会経済データ：世界銀行の World Development Indicators 2007 (WDI 2007) 
国間の資金フローデータ：OECD の International Development Statistics (IDS) 
高等教育データ：UNESCO Institute of Statistics (UIS)の留学生に関するデータなど 




変数名 観察数 平均 標準偏差 最小値 最大値
被引用数 180 1,577,195 9,728,234 27 124,573,901
論文数 180 107,777 502,292 102 6,122,412










の 2 ヶ国により共著する場合は A 国に 1/2、B 国に 1/2 をカウントする）法を適宜用いる。 
分野分類： 
Essential Science Indicators (ESI)の 22 分野分類と、これらを集約した分野別ポートフォリ
オの 8 領域 [阪 桑原, 2008]を使用する（図表 2）。 







                                                  







Biology & Biochemistry 生物学・生化学
Immunology 免疫学
Microbiology 微生物学
Molecular Biology & Genetics 分子生物学・遺伝学
Neuroscience & Behavioral Science 神経科学・行動学
Pharmacology & Toxicology 薬理学・毒性学









Economics & Business 経済学・経営学
Multidisciplinary 複合領域















高等教育は The International Standard Classification of Education （ISCED）97 により定義さ
れる ISCED 5 以上の教育とする。日本では大学や大学院等で行われる教育を意味する。 
(2) 定性分析の概要 
聞取り調査は、事前調査（日本）と現地調査（フィリピンとインドネシア）により構成
される。事前調査の実施時期は 2009 年の 8 月と 9 月であり、現地調査は同年 10 月である。
主な聞取り対象者は調査対象国における論文数の多い研究者とし、WoS より抽出する。海
外調査ではこれに当該国の研究振興施策や研究者の人材育成および日本の支援を担当する
関係者も含める。調査対象者などの詳細は第 5 章を参照のこと。 
1.3 報告書の構成 







にすることを試みる。第 5 章ではフィリピンとインドネシア 2 ヶ国の研究環境や研究者育
成に関して、日本人研究者と現地研究者に対して聞取り調査を実施した結果を報告する。


















から論文生産と国際移動を分析した [Ioannidis, 2004]がある。ここでは 21 分野別に 1981 年
から 1999 年の間に最も平均被引用数の多い研究者（総数 1,523 人）を対象として移動状況
を分析した結果、その内の約 32%の研究者が出身国に住んでいないことや、これら研究者
を受け入れている先進国の中でも外国出身研究者の比率は多様であることが示された。 [山












































                                                  
3 経済活動には輸送コストも考慮しなくてはならない。一般的に途上国が利用する海洋運賃は
高く、内陸部の輸送コストはさらに高いと言われている。 [コリアー, 2008]は、生活水準が最低
水準（底辺）の 10 億人（58 ヶ国）の国では内陸国の問題（罠）を持つことが多いと指摘する。
ここでは、近隣国のインフラも近隣国が直接の市場になることも当てにならない状況下にある。 
4 学術誌の掲載料は分野や学術誌の質により異なると思われるが、 [The Wellcome Trust, 2004]の
試算によると、質の高い科学学術誌の場合の著者負担は US$1,950、質が中程度の雑誌の場合の
著者負担は US$1,025 である。なお、オープンアクセスの場合は、採択著者に加えて全ての論文











NSI 2006 と WDI 2007 を用いて各国の論文数と社会経済指標との関係を分析する。まず
論文数と論文数に直接的な影響を与えると考えられる研究活動指標（研究開発投資額およ
び研究者数）との散布図を図表 3 に示す。ここからは、各 2 変数間に正の相関が窺える。
研究開発投資が多いもしくは研究者数が多いほど研究活動が活発となり、その成果である
論文数が多くなることは直感に合致する結果である5。 












                                                  
5 研究者の定義は United Nations Educational, Scientific, and Cultural Organization (UNESCO) 





図表 3 論文数と研究活動指標の関係（2005 年） 
    
(a) 論文数と研究開発投資（GDP の割合）   (b) 論文数と人口 100 万人あたり研究者数 
図表 4 論文数と社会経済指標の関係（2005 年） 
   
(a) 論文数と国民１人当たり GDP      (b) 論文数と平均寿命 
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NSI 2006 のデータから平均被引用数の多い上位 15 ヶ国を抽出し図表 5 に示す。最も平均
被引用数が多いのはバミューダ（24.12）であり、これにギニアビサウ（21.58）、スイス（20.38）、
米国（20.35）が続く。図表 5 に示された国々の論文数や被引用数は大きく異なっている。
米国は約 612 万本の論文数を持ち英国は約 150 万本の論文数を持つが、バミューダ、ギニ
アビサウ、ハイチ、ルワンダなどの論文数は 500 本以下である。 
スイスや米国は所得水準の高さや高等教育の普及などから、研究活動が活発であり質の
高い論文を生産することは容易に理解できる。しかし、例えばバミューダは 2007 年の人口
が約 6.6 万人の人口小国かつ図表 5 に示すように北大西洋の島嶼国であり租税回避地とし
て知られた国である。第 2 位のギニアビサウは西アフリカに位置し、2005 年の人口が約 160
万人であり国民の約 9 割は絶対的貧困にある。このような背景から、同 2 ヶ国がスイスや
米国と同じようなメカニズムにより質の高い論文を生産するのではなく、同 2 ヶ国の平均
被引用数の高い理由は他にあると考えられる。 
そこで平均被引用数が第１位であるバミューダと第 2 位のギニアビサウの論文を WoS の
データを基に分析する。バミューダで最も多くの論文を作成する機関は、ハーバード大学
などの海洋学者等により海洋研究を目的にバミューダに 1903 年に設立された（後に英国も
参加）Bermuda Biological Station for Research（142 本）である。バミューダの論文の内で論
文数が 2 番目に多い機関は Bermuda Biological Station for Research INC（122 本）であり、第
１位の機関と同機関と推測される。ギニアビサウの論文の中で最も多くの論文を生産する
のは Statens Serum Institut （133 本）であり、これはデンマーク政府（内務保健省）の組織
であり感染症対策を目的としている。2 番目にギニアビサウの論文数が多い機関は Projecto 
de Saúde de Bandim（66 本）であり、ギニアビサウの保健省とデンマークの Statens Serum 
Institut が共同で実施している保健プロジェクトである7。 
 
                                                  
7 バミューダの論文の別刷り送付先が分かる論文は 417 本であり、その内バミューダの住所
を持つ論文は 183 本ある。ギニアビサウの論文の中で別刷り送付先が分かるのは 260 本であ









図表 5 平均被引用数上位 15 ヶ国（左：国名一覧、右：バミューダとギニアビサウの位置） 

























順位 国名 論文数 被引用数 平均被引用数
1 バミューダ 396 9,553 24.12
2 ギニアビサウ 221 4,770 21.58
3 スイス 277,799 5,662,540 20.38
4 米国 6,122,412 124,573,901 20.35
5 パナマ 2,200 44,071 20.03
6 スウェーデン 310,901 5,729,121 18.43
7 デンマーク 157,607 2,841,231 18.03
8 セネガンビア* 1,653 29,592 17.9
9 オランダ 389,929 6,855,899 17.58
10 アイスランド 5,708 100,146 17.54
11 ハイチ 256 4,471 17.46
12 ルワンダ 394 6,742 17.11
13 英国 1,497,869 24,992,023 16.69
14 ガンビア 862 14,103 16.36
15 リベリア 193 3,124 16.19
11 
 
図表 6 論文生産指標の間の関係 
 
(a) 被引用数と論文数        (b) 平均被引用数と被引用数 
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図表 7 分野別の平均被引用数 
  
3.2  論文生産の所得水準・地域別の特徴 
トムソンロイター サイエンティフィック社の 1981 年から 2007 年までの WoS のデータ
を分析した [阪 桑原, 2008]によると、1980 年代前半の全世界の論文数と比較して、2007 年
の全世界の論文数は 955,706 と約 2 倍になっていることから、研究活動量は一貫して拡大す
る傾向にあると考えられる。その背景として、データベースに収録される国際学術誌の変
更と増加が指摘されている。なお、2010 年 1 月時点の WoS のデータベースは 16,346 誌を収
録している9。このように研究活動とその発表量が世界的に増加する中で、所得水準や地域
の違いによる論文生産の特徴などを分析する。 
























NSI 2006 と WDI 2007 のデータを結合した結果、分析に使用するデータは、1985 年から
2005 年までの 20 年間（5 年間隔の 5 時点）であり 161 ヶ国を含むデータとなった。 
WDI 2007 による地域分類とその構成国を図表 8 に示す。ヨーロッパ＆中央アジアを構成
する国の数が 47 ヶ国と最も多く、続いてサハラ以南アフリカを構成する国の数が 42 ヶ国










言われる publish or perish（もしくは publish, not perish））、研究者数が十分に多い場合は、
研究の発表の場に対するニーズが拡大する。 
そして、論文数が増加する背景にはこれらニーズを受けた学術誌の増加がある。 [歳森, 


















水準国の論文数平均（同 2 ヶ国は除く）よりも高所得国の論文数平均に近い値を示す。 
図表 8 WDI による地域分類 
  
図表 9 WDI による所得水準分類 
  
地域 東アジア＆太平洋 中南米＆カリブ 中東＆北アフリカ 北米 南アジア
国数
（合計161） 22 26 17 2 5
オーストラリア アルバニア モルドバ アルゼンチン アルジェリア カナダ バングラデシュ アンゴラ ニジェール
ブルネイ・ダルサラーム アルメニア オランダ バハマ バーレーン 米国 インド ベナン ナイジェリア 
カンボジア オーストリア ノルウェイ ベリーズ エジプト ネパール ボツワナ ルワンダ 
中国 アゼルバイジャン ポーランド ボリビア イラン パキスタン ブルキナファソ セネガル 
フィジー ベラルーシ ポルトガル ブラジル イスラエル スリランカ ブルンジ セーシェル 
フランス領ポリネシア ベルギー ルーマニア チリ ヨルダン カメルーン シエラレオネ 
インドネシア ボスニア・ヘルツェゴビナ ロシア コロンビア クウェート 中央アフリカ 南アフリカ
日本 ブルガリア セルビア・モンテネグロ コスタリカ レバノン チャド スーダン 
韓国 クロアチア スロバキア ドミニカ リビア コンゴ民主共和国 スワジランド 
ラオス キプロス スロベニア ドミニカ共和国 マルタ コンゴ共和国 タンザニア 
マレーシア チェコ スペイン エクアドル モロッコ コートジボワール トーゴ 
モンゴル デンマーク スウェーデン エルサルバドル オマーン エリトリア ウガンダ 
ニューカレドニア エストニア スイス グアテマラ サウジアラビア エチオピア ザンビア 
ニュージーランド フィンランド タジキスタン ガイアナ シリア・アラブ共和国 ガボン ジンバブエ 
パプアニューギニア フランス トルコ ハイチ チュニジア ガンビア, The 
フィリピン グルジア トルクメニスタン ホンジュラス アラブ首長国連邦 ガーナ 
サモア ドイツ ウクライナ ジャマイカ イエメン ギニア 
シンガポール ギリシャ 英国 メキシコ ギニアビサウ 
ソロモン諸島 ハンガリー ウズベキスタン ニカラグア ケニア 
タイ アイスランド パナマ レソト 
バヌアツ アイルランド パラグアイ リベリア 
ベトナム イタリア ペルー マダガスカル 
カザフスタン スリナム マラウイ 
キルギス トリニダード・トバゴ マリ 
ラトビア ウルグアイ モーリタニア 
リトアニア ベネズエラ・ボリバル モーリシャス 
ルクセンブルグ モザンビーク 
マケドニア ナミビア 
















（合計161） 27 24 12
アンゴラ マラウイ アルバニア モロッコ アルゼンチン オーストラリア バハマ
バングラデシュ マリ アルジェリア ナミビア ベリーズ オーストリア バーレーン
ベナン モーリタニア アルメニア パラグアイ ボツワナ ベルギー ブルネイ・ダルサラーム
ブルキナファソ モルドバ アゼルバイジャン ペルー チリ カナダ キプロス
ブルンジ モンゴル ベラルーシ フィリピン コスタリカ デンマーク フランス領ポリネシア
 カンボジア モザンビーク ボリビア ルーマニア クロアチア フィンランド イスラエル
カメルーン ネパール ボスニア・ヘルツェゴビナ ロシア チェコ フランス クウェート
中央アフリカ ニカラグア ブラジル サモア ドミニカ ドイツ マルタ
チャド ニジェール ブルガリア セルビア・モンテネグロ エストニア ギリシャ ニューカレドニア
コンゴ民主共和国 ナイジェリア 中国 南アフリカ ガボン アイスランド シンガポール
コンゴ共和国 パキスタン コロンビア スリランカ ハンガリー アイルランド スロベニア
コートジボワール パプアニューギニア ドミニカ共和国 スリナム ラトビア イタリア アラブ首長国連邦
エリトリア ルワンダ エクアドル スワジランド レバノン 日本
エチオピア セネガル エジプト シリア・アラブ共和国 リビア 韓国
ガンビア シエラレオネ エルサルバドル タイ リトアニア ルクセンブルグ
ガーナ ソロモン諸島 フィジー チュニジア マレーシア オランダ
ギニア スーダン グルジア トルコ モーリシャス ニュージーランド
ギニアビサウ タジキスタン グアテマラ トルクメニスタン メキシコ ノルウェイ
ハイチ タンザニア ガイアナ ウクライナ オマーン ポルトガル
インド トーゴ ホンジュラス バヌアツ パナマ スペイン
ケニア ウガンダ インドネシア ポーランド スウェーデン
キルギス ウズベキスタン イラン サウジアラビア スイス
ラオス ベトナム ジャマイカ セーシェル 英国
レソト イエメン ヨルダン スロバキア 米国
リベリア ザンビア カザフスタン トリニダード・トバゴ




















北米に次ぐ論文数を持ち、同地域に属する中国の論文数は 2000 年以降に急速に増加する。 
論文数のシェアの変化を図表 12 に示す。1985 年には北米と欧州＆中央アジアがそれぞ
れシェアの 4 割強を占めていた（北米 43.3%、欧州＆中央アジア 40.2%）。しかし北米のシ
ェアは徐々に減少し（2005 年には 31.0%）、逆に欧州＆中央アジアのシェアは拡大している
（2005 年には 42.7%）。また東アジア＆太平洋および中国のシェアは単調に増加している
（1985 年は各 9.5%と 0.7%、2005 年には 12.8%と 5.2%）。 
一方、サハラ以南アフリカの論文数のシェアは減少している。途上国を多く含むサハラ
以南アフリカ地域の論文数はこの 20 年間に約 1.8 倍（6,537 から 11,801）に増加しているが、
その増加幅は他国に比較して小さいために、シェアは逆に約 0.9 倍（1.0%から 0.9%）に減







国数 51 1 45 1 27 24 12
国民１人当たりGDP (US$)
* PPPで調整済み
人口 (千人) 21,000 1,016,000 28,700 1,263,000 11,900 37,500 1,714
論文数 138 18,065 1,632 30,079 1,579 37,243 1,588
被引用数 1,257 121,251 10,818 245,267 14,425 612,119 19,416
平均被引用数 9.84 6.71 8.07 8.15 10.01 15.36 8.88
平均就学年数 3.61 4.36 7.06 5.64 8.2 10.96 8.86
（国数） (22) (1） (26) (1) (11) (22) (2)
高等教育粗就学率 (%) 6.77 10.23 23.48 7.6 31.81 55.8 29.67
（国数） (31) (1) (28) (1) (23) (23) (12)


















OECD 国の論文シェアが減り（1985 年の 85.1%から 2005 年の 78.6%に減少）、中国や高中所
得国のシェアが増加している。インドを除く低所得国のシェアは 1985 年の 0.8%から 2005
年の 0.7%へと、この 20 年で若干減少している。 
図表 11 論文数の推移（地域別） 








































図表 12 論文数のシェアの推移（地域別） 
  
図表 13 論文数の推移（所得水準別） 
   













































































































































全体の順に、農業科学 5.5% : 1.9%、植物・動物学 16.9% : 5.9%、化学 6.0% : 12.9%、物理学
3.0% : 10.9%）。南アジアは化学が多く臨床医学が少ない（南アジアと全体の順に、化学
22.4% : 12.9%、臨床医学 9.9% : 24.4%）。 
一部地域を対象として論文数の分野別の推移を図表 17 に示す。世界全体を対象とすると
論文分野毎の 5 年の平均変化率は全てプラスであり、平均変化率が最も大きい順に、計算
機科学、環境、宇宙科学であり（各 43.3%, 32.5%, 30.5%）、これら 3 分野の 2005 年のシェ
アは約 1%から 2%程度と小さい。逆に平均変化率が小さいのは、薬理学、融合領域の順で
あり（各 11.0%, 12.1% ）、やはりシェアは約 1%から 2%程度である。 
東アジア＆太平洋地域で平均変化率が大きい分野は、それぞれ計算機科学、材料科学、
物理学の順である（各 102.1%, 58.0%, 55.5%）。逆に小さい分野は、農業科学、生物学・生
化学、植物・動物学の順である（各 18.6%, 21.5%, 26.6%）。南アジアでも似た傾向が示され
る。平均変化率が大きい分野として物理の代わりに免疫学が入り、小さい分野の中の生物
学・生化学の代わりに数学が入る。サハラ以南アフリカの傾向は若干異なる。平均変化率
が大きいのは、免疫学、環境学、生物学・生化学である（各 70.2%, 38.7%, 34.8%）。逆に平








図表 15 論文分野の内訳（所得水準別） 
  


































































































図表 17 分野別の論文数の推移（一部地域） 
  
全世界        東アジア＆太平洋 
    
南アジア      サハラ以南アフリカ 
3.3 国際共著の特徴 
次章では国際共著を中心として詳細な事例分析を行うが、本節ではこれに先立ち国際共
著率の世界的な傾向を分析する。NSI 2006 のデータから 2 国間のクロス集計を行う作業が
繁雑なため、科学技術政策研究所が 1998 年から 2007 年までの WoS を集計したデータを基
に、本節の分析対象国として論文数が年平均 100 本以上の 103 ヶ国を抽出した。 
3.3.1 国際共著率の推移と地域別の特徴 
1998 年から 2007 年までの各国の国際共著率をプールした度数分布を図表 18 に示す。こ
こでは最頻値（最も多い国数：ピーク）が 50%付近にあり、第 2 のピークが 80%付近に示
されている。1998 年と 2007 年の国際共著率の変化を図表 19 に示す10。両年は共に 2 つの
                                                  
10 図表 19 では変化の比較を容易にするために、カーネル密度推定を使用する。図表 18 に示し
たようなヒストグラムは、階級値を変化させると形が変化してしまう。他方、図表 19 で示され
たカーネル密度推定は階級の中心を固定せずに観測値を中心に密度関数を描く（もっとも観測


































































































































































ピークを持つなどその形は良く似ており、1998 年に比較して 2007 年の共著率の左側裾野が
若干長くなっているが、全体的な形に大きな変化は無いと考えられる。よって、1998 年と
2007 年の最も低い国際共著率11は殆ど変わらないが、2007 年の国際共著率は全体的に 1998
年より右側にシフトしていることから、国際共著率はこの 10 年で増加傾向にあることが確
認される。 
図表 18 国際共著率の分布（1998 年から 2007 年までの各年の累積） 
 
図表 19 国際共著率の推移（1998 年と 2007 年の比較） 
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 各国・各年の国際共著率を地域別に図表 20 に示し、各地域を構成する国名を図表 21 に
示す12。図表 20 に示されるように国際共著率のピークは地域により異なる。例えばサハラ







図表 20 地域別の国際共著率の分布（1998 年から 2007 年までの各年の累積） 
  
図表 21 地域を構成する国の内訳 
   
                                                  
12 年平均 100 本以上の論文数を持つ 103 ヶ国を対象としているため、161 ヶ国を対象とした分
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 North America  South Asia
 Sub-Saharan Africa
地域 東アジア＆太平洋 中南米＆カリブ 中東＆北アフリカ 北米 南アジア サハラ以南アフリカ
国数
（合計103） 12 15 13 2 5 15
日本 英国 アイルランド ブラジル イスラエル 米国 インド 南アフリカ
中国 ドイツ ルーマニア メキシコ イラン カナダ パキスタン ナイジェリア
オーストラリア フランス スロバキア アルゼンチン エジプト バングラデシ ケニア
韓国 イタリア スロベニア チリ サウジアラビア スリランカ タンザニア
台湾 スペイン ブルガリア ベネズエラ モロッコ ネパール カメルーン
シンガポール ロシア クロアチア コロンビア チュニジア エチオピア
ニュージーランド オランダ ベラルーシ キューバ アルジェリア ウガンダ
タイ スウェーデン リトアニア ウルグアイ ヨルダン ジンバブエ
マレーシア スイス エストニア ペルー クウェート セネガル
インドネシア ポーランド アイスランド コスタリカ アラブ首長国連邦 ガーナ
ベトナム ベルギー アルメニア エクアドル レバノン コートジボワール
フィリピン トルコ ラトビア パナマ オマーン マラウイ
デンマーク ウズベキスタン ジャマイカ シリア ボツワナ
オーストリア グルジア トリニダード・トバゴ ブルキナファソ
















ず 1998年から 2007年までの国際共著率の各年平均の上位と下位の 10ヶ国の国名を図表 22






















順位 国名 論文数 国際共著比率 地域
1 ボリビア 107 89.7 中南米＆カリブ
2 パナマ 146 87.8 中南米＆カリブ
3 インドネシア 497 85.2 東アジア＆太平洋
4 ペルー 283 84.0 中南米＆カリブ
5 ブルキナファソ 112 83.1 サハラ以南アフリカ
6 タンザニア 276 80.8 サハラ以南アフリカ
7 ベトナム 438 80.7 東アジア＆太平洋
8 ウガンダ 220 77.7 サハラ以南アフリカ
9 セネガル 198 77.4 サハラ以南アフリカ
10 エクアドル 154 76.8 中南米＆カリブ
順位 国名 論文数 国際共著比率 地域
103 トルコ 10,395 17.5 欧州 & 中央アジア
102 インド 22,314 18.3 南アジア
101 台湾 13,078 18.7 東アジア＆太平洋
100 日本 76,302 20.5 東アジア＆太平洋
99 中国 50,472 23.1 東アジア＆太平洋
98 米国 266,519 25.0 北米
97 イラン 3,228 25.1 中東＆北アフリカ
96 韓国 19,774 25.1 東アジア＆太平洋
95 サウジアラビア 1,540 32.6 中東＆北アフリカ
94 ブラジル 14,036 32.6 中南米＆カリブ
25 
 
図表 23 国際共著率と論文数・国民１人当たり GDP の関係（2006 年） 
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Source: NISTEP calcurations from WoS
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Source: NISTEP calcurations from WoS and WDI 2007
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図表 25 論文生産の発展段階に対するイメージ 




































                                                  
13 [科学技術政策研究所, 2005]では 1991 年から 2001 年の論文数の増加率を調べる際に、2001 年
















図表 26 66 ヶ国を構成する国の内訳（所得水準別） 
 




低所得 低中所得 高中所得 高所得ＯＥＣＤ 高所得NonOECD
国数
（合計66）
6 19 14 23 4
バングラデシュ アルジェリア アルゼンチン オーストラリア イスラエル
インド ベラルーシ チリ オーストリア クウェート
ケニア ブラジル クロアチア ベルギー シンガポール
ナイジェリア ブルガリア チェコ カナダ スロベニア
パキスタン 中国 エストニア デンマーク
































図表 28 66 ヶ国の論文生産指標と経済指標の関係 
   
(a) 論文数 と国民１人当たり GDP     (b) 平均被引用数と国民１人当たり GDP 
  
(c) 国際共著率と国民１人当たり GDP            (d) 平均被引用数と国際共著率 
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Source: NSI 2006 and WDI 2007


















































































7 8 9 10 11
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Source: NSI 2006 and WDI 2007
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Source: NSI 2006 and WDI 2007
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出典： GDP, 平均寿命、中等教育粗就学率:WDI 2007 
その他: 外務省 HP 各国の各国・地域情勢 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html 
4.2 調査の設計と手法 
4.2.1 調査設計 





に調査対象国で論文数の多い研究者 30 人の学歴などの特徴を整理する。 
4.2.2 調査手法 
(1) 使用データベース 










識字率 言語 宗教 独立年 旧宗主国
インドネシア 220,600 3,209 68 62.22 88.5%（2003年） インドネシア語 イスラム教88.6%、キリスト教8.9% 1945年 オランダ
















パキスタン 141,800 2,184 65 28.58 55.0％（2006/2007年）
ウルドゥー語（国
語） イスラム教（国教） 1947年 英領インド
ケニア 34,256 1,375 53 48.21 73.6%（2000年） スワヒリ語、英語 伝統宗教、キリスト教、イスラム教 1963年 英国







































パキスタン 繊維関連製品、皮革製品、合成繊維衣料品 石油製品、原油、自動車 米国、UAE、中国
サウジアラビア、中国、
UAE
ケニア 紅茶、園芸作物、コーヒー 機械、石油製品、自動車 ウガンダ、英国、タンザニア ア首連、インド、中国




知識の創造への貢献を分析するため、article のみを対象とする。2001 年から 2005 年まで
の 6 ヶ国の 4 種類の文献（article, letter, note, review）の中で article は約 94%から約 96％を占
める（図表 30）。これは、阪・桑原（2008）により示される世界平均（91.6%）より多い。 
図表 30 論文種類の内訳 
 
注）各国共に note は存在しない 
(3) 分析対象期間 
分析対象期間は 1998 年から 2008 年までとする。この理由は、同期間内は著者が所属す
る機関が存在する国名を特定するための住所(C1)や別刷り送付先(RP)の欠損率が小さいた
めである。例えば、インドネシアの場合、1979 年から 1997 年までの C1 や RP の欠損率の









図表 31 に示すように、1998 年から 2008 年までの調査対象 6 ヶ国の論文数は、パキスタ
ンとナイジェリアが 1 万を超え、その他 4 ヶ国は 4,101（フィリピン）から 5,854（ケニア）
                                                  
14 C1 や RP のどちらかが欠損することはあるが、双方が欠損するデータは存在しない。 
2053 1827 2100 3791 2491 3555
37 21 54 124 74 120



























と半数程度である。調査対象 6 ヶ国の中で論文数の多いパキスタンとナイジェリアの 2 ヶ
国の論文作成国数は 1.5 ヶ国程度であり、その他の 4 ヶ国は 2 ヶ国程度かそれ以上である。 
図表 31 論文数と論文を作成する国数（右：論文数、左：平均作成国数） 
   
 (2) 論文を作成する機関数 
6 ヶ国の中で論文数の多いパキスタンやナイジェリアは、図表 32 に示すようにその他 4
ヶ国に比べて、1 機関により論文を作成する割合が多い。国際共著が多い場合は論文作成に
携わる機関数が多くなると考えられるため、機関数には国際共著の影響が考えられる。 
図表 32 論文を作成する機関数 
  
(3) 論文分野 
2001 年から 2005 年までの 6 ヶ国の論文分野の内訳を 8 領域別に図表 33 に示す。これを 
[阪 桑原, 2008]により示された全世界の論文分野内訳と比較すると、まず、6 ヶ国全てに共
通して基礎生物学分野や環境/生態＆地球科学分野の論文数が多い。6 ヶ国の国間の差異に
着目すると、パキスタンは化学が多く、南アジア 2 ヶ国（バングラデシュとパキスタン）





































































インドネシア フィリピン バングラデッシュ パキスタン ケニア ナイジェリア





22 分野別に分類した論文の国際共著率と論文数の散布図を図表 34 に示す。ここでは論
文数が多い分野の論文で国際共著率が低い傾向が窺える。1,000 以上の論文数を示すのはパ
キスタン・ケニア・ナイジェリアの植物・動物学と臨床医学分野の論文であり、特にケニ
アは他の 2 ヶ国よりも国際共著率が高い。 





図表 33 論文分野の内訳 
 































































































図表 35 平均被引用数と論文数の関係（特定分野） 
 




この中でパキスタンは 2000 年を境に急速な伸びを示す。ナイジェリアの論文数は 1980 年
には他の 5 ヶ国の 3 倍以上だったが、86 年を境に減少に転じ、同水準に回復するのは 20 年
後の 2006 年である。社会経済指標の推移は以下のような特徴を持つ15。 
国民１人当たり GDP：インドネシアは 6 ヶ国中では著しい伸びを、フィリピン、パキス
タン、バングラデシュは緩やかな伸びを示す。ケニア、ナイジェリアは停滞する。 
平均余命：アフリカ 2 ヶ国は減少や停滞を示す。インドネシア・フィリピン・パキスタ
ンの平均寿命は 1980 年には 60 歳前後であり、2000 年には 70 歳前後に収斂するのに
対して、ケニアは同期間に 60 歳代から 50 歳代へと 10 歳近い減少を示し、ナイジェ







く 6 ヶ国を時系列に比較することは難しいが、例えば 2000 年のインドネシアの対 GDP 費
に占める研究開発投資割合は 0.07%でありパキスタンは 0.13%と約 2 倍である。またパキス
タンでは 2005 年の割合が 0.43%と約 3.3 倍に増加している。このように投資割合が増加し
た背景も含めて、新たな指標の追加等により論文の増加背景を詳細に分析する必要ある。 
                                                  



















図表 36 論文数の推移と社会経済指標（上：論文数の推移、下：社会経済指標の推移） 
 






調査対象 6 ヶ国の国際共著率は、論文数が少ない国で高く論文数が多い国で低い。6 ヶ国
中で論文数が相対的に少ない 4 ヶ国の国際共著率は 70％から 90%と高く、論文数が比較的
多いパキスタンとナイジェリアの国際共著率は 30％から 40%と前述 4 ヶ国との比較では相
対的に低い。もっともこれら 6 ヶ国の国際共著率は、2001 年から 2005 年の間の世界の全論









































































































































































































図表 37 論文作成に関わる国数の内訳 
  
調査対象 6ヶ国の主要な国際共著国の論文数を分数カウントで算出した結果を図表 38に
示す。米国の割合は調査対象 6 ヶ国全てに共通して大きく、日本は東南アジア 2 ヶ国（イ
ンドネシアとフィリピン）にバングラデシュを加えた 3 ヶ国との共著割合が大きい。英国




図表 38 国際共著国の論文数シェア 
 
注）各国の論文共著国としての論文数が多い順に 15 ヶ国を選び、各国に共通している数の多い国を 10 ヶ国選んでいる 





























































































































調査対象 6 ヶ国の論文数の推移を作成国数別（国数を 1 ヶ国、2 ヶ国、3 ヶ国以上に区分）
に図表 39 に示す。まず論文数が多いパキスタンとナイジェリアは 1 ヶ国により作成された
論文が最も多く、その増加傾向も大きい。パキスタンでは 2 ヶ国により作成された論文数
が 3 ヶ国以上で作成された論文数よりも 2005 年以降に急速に増加している。論文数が相対
的に少ない 4 ヶ国は 2 国による共著が常に最も多い（バングラデシュの 1998, 1999 年を除
く）。この内、インドネシア、バングラデシュ、ケニアの 3 ヶ国では、複数国により作成さ
れた論文数が増加するのに対して、1 ヶ国による論文作成が停滞もしくは減少する。 
図表 39 論文を作成する国数の推移 
   
 
 これら共著国数の違いは論文の質と関連する可能性が考えられる。そこで論文の作成
国数と論文の質の関係を分析する。6 ヶ国に共通して論文数が多い分野の上位 3 位には、
植物・動物学と臨床医学が共通して含まれる。そこで、図表 40 に示すように共著国数別
に平均被引用数の変化を見ると、両分野共に共著国が増加すると平均被引用数も増加す














































































































































































































リアが約 8 割（各 78.4%、79.0%）と高く、逆にインドネシアは約 3 割（28.3%）と低い。
各調査対象国の論文の別刷り送付先数が多い 10 ヶ国以内には、米国、日本、英国、ドイツ
が共通して含まれる。また論文数の割合は小さいものの、中国がフィリピン、パキスタン、
ナイジェリアの 3 ヶ国の別刷り送付先の上位 10 ヶ国以内に含まれ、インドとマレーシアが
2 ヶ国に含まれるなど、調査対象 6 ヶ国の論文には複数の途上国がオーナーシップを持つ。 
調査対国と日米英独 4 ヶ国が別刷り送付先に占める割合を図表 42 に示す。ここではまず
論文数が多い調査対象国の割合が大きいことや、米国の割合が 6 ヶ国に共通して大きいこ






図表 41 別刷り送付先の国別内訳（上位 10 ヶ国） 
 
                                                  




























順位 国名 割合 国名 割合 国名 割合 国名 割合 国名 割合 国名 割合
1 インドネシア 28.2% フィリピン 49.1% バングラデシュ 59.0% パキスタン 78.4% ケニア 45.2% ナイジェリア 79.0%
2 日本 18.4% 米国 14.2% 米国 9.0% 米国 4.6% 米国 17.2% 米国 5.0%
3 米国 12.1% 日本　 11.8% 日本　 7.5% 英国 3.8% 英国 9.8% 英国 4.2%
4 オーストラリア 8.3% オーストラリア 3.4% 英国 5.6% ドイツ 1.9% ドイツ 3.0% ドイツ 1.8%
5 オランダ 6.3% ドイツ 2.5% ドイツ 2.3% カナダ 1.3% オランダ 2.6% 南アフリカ 1.3%
6 ドイツ 4.6% 中国 2.4% インド 2.1% 中国 1.2% ベルギー 2.2% イタリア 1.3%
7 フランス 3.8% 英国 2.3% オーストラリア 1.7% 日本　 1.0% 日本　 2.1% 日本　 0.7%
8 英国 3.4% フランス 1.3% スウェーデン 1.3% サウジアラビア 0.7% カナダ 1.8% フランス 0.5%
9 マレーシア 1.9% インド 1.2% マレーシア 0.9% イタリア 0.7% 南アフリカ 1.6% 中国 0.4%
10 カナダ 1.8% オランダ 1.2% オランダ 0.9% 韓国 0.5% スイス 1.4% カメルーン 0.4%
ナイジェリア(論文数　9,968）インドネシア(論文数　4,751）フィリピン(論文数　4,070） バングラデシュ(論文数　4,856） パキスタン(論文数　11,703） ケニア(論文数　5,825）
39 
 






















































































図表 43 国際共著とオーナーシップの国別割合の比較（上：国際共著、下：オーナーシップ） 
 
 







































































804 780 1,129 1,308 847





































インドネシア フィリピン バングラデッシュ パキスタン ケニア ナイジェリア












国と OECD の Development Assistance Committee（DAC）のドナー国との間の資金フロー額
を 1998 年から 2007 年までの 10 年間で累計し、主要な共著国の内訳を図表 45 に示す。こ
こでは例えば 10 年間の資金フローを累積してもナイジェリアに対する日本や米国の金額は
負の値になるなど十分に留意する必要があるが、いずれの国に於いても、日本、米国、英
国、ドイツの 4 ヶ国のシェアの合計は 70%から 85%と大きい。特に米国はナイジェリアを
例外としていずれの国にも大きなシェアを確保している。もっともここでは、地域性が確
認される。日本はインドネシア（35.7%）とフィリピン（37.8%）に於いて米国と拮抗して
資金フローが最も多い。他方、英国はアフリカ 2 ヶ国とバングラデシュの計 3 ヶ国に於け
るシェアが東南アジア 2 ヶ国に対するシェアよりも大きい（東南アジア 2 ヶ国では 10%を







（ISCED97 level5 & level6）の数であり、人文社会系も含めた全分野を対象としている。 
米国のシェアはこの 6 ヶ国に共通して大きく、英国はアフリカ 2 ヶ国とパキスタンの計 3
ヶ国でのシェアが大きい。そしてナイジェリアを除く 5 ヶ国ではオーストラリアの留学生
受入シェアが大きい。日本は、東南アジア 2 ヶ国（各 4.2%と 7.3%）とバングラデシュ（6.3%）














図表 45 調査対象国と主要国際共著国との間の資金フロー（10年間の累計） 
  
出典：OECD International Development Statistics を基に集計 





図表 46 調査対象国から留学する学生の主要な滞在国（2005 年度） 
 












































インドネシア(30803.2) フィリピン(25949.1) バングラデシュ(6228.8) パキスタン(10802.5) ケニア(6263.6) ナイジェリア(10504.6)






































































































図表 47 自然科学系の博士号取得者（外国籍）の帰国に関する日米比較（上：米国、下：日本） 
 




















































注） 日本の博士号取得者は 2002 年度から 2006 年度分を合計している。 
出典：科学技術政策研究所 2009 NISTEP REPORT 126「我が国の博士課程修了者の進路動向調査」を基に集計 
4.4.3 主要共著国における調査対象国の論文生産 
 調査対象 6 ヶ国の主要な共著相手国である米国、日本、英国、ドイツの 4 ヶ国と、近年
台頭が著しい中国の計 5 ヶ国に於ける調査対象 6 ヶ国の論文シェアの推移を図表 48 に示す。
まず、調査対象 6 ヶ国のシェアがいずれも 1%未満と小さいことが確認される。インドネシ






図表 48 主要な国際共著国における調査対象国の共著論文割合の推移 































































































































る。まず、インドネシアとフィリピンとの共著数が多い上位 5 ヶ国の共著国数内訳を図表 49
に示す。ここでは、日本とインドネシアとフィリピンの 3 ヶ国において、3 ヶ国以上で共著
された論文数の割合が小さい。インドネシア論文での米国やフィリピン論文における中国
は 3 ヶ国以上で共著する割合が大きいことが示されている。 
 
図表 49 国際共著をする国数の内訳（上位 5ヶ国）（左：インドネシア、右：フィリピン） 
 




は、日本は米国よりも 2 国間で共著する割合が 3 ヶ国以上で共著する割合よりも大きい。
しかし、南アジア 2 ヶ国やアフリカ 2 ヶ国など日本から遠くなるにつれて、米国と比較し
たときの差が小さくなる。 
3 ヶ国以上で共著される論文に関して、日本と米国が当該途上国以外に共著する国の内訳





























































































































せを図表 52 に示す。3 ヶ国以上で共著する場合に、調査対象当該国と日本、および調査対
象当該国と米国が、その他もう 1 ヶ国（以上）の共著相手としてどのような国を選ぶかに
関して、日米の違いは高所得 OECD 国の数の違いに示されている。図表 51 に示すインドネ
シアを例にすると、米国は日本と比較して高所得 OECD 国を多く含む（日本 3 ヶ国、米国 6

























































































図表 51 日本と米国の多国間共著時の共著相手国一覧（上：日本、下：米国） 
 
注）高所得 OECD 国をハイライトしている 
図表 52 日本と米国の多国間共著時の共著相手国組み合わせ(上位 10 位) 
 
注）当該国名は省略している。順位は 2 ヶ国共著分が除かれている。 
図表 53 日本と米国の多国間共著時の論文分野（上：日本、下：米国） 
 
 
国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数
米国 79 米国 93 インド 57 米国 17 米国 42 米国 31
韓国 41 中国 64 米国 57 中国 14 英国 17 中国 20
タイ 39 インド 39 英国 22 インド 10 ドイツ 16 フランス 17
中国 32 韓国 35 ドイツ 21 ドイツ 8 中国 9 イタリア 17
オーストラリア 29 オーストラリア 32 中国 19 韓国 8 オーストラリア 7 ドイツ 15
マレーシア 27 タイ 32 タイ 16 英国 8 オランダ 7 スペイン 15
インド 25 フランス 23 スペイン 11 フランス 6 ベルギー 14
英国 22 英国 23 オーストラリア 10 メキシコ 14
フィリピン 18 マレーシア 22 韓国 10 オランダ 14








インドネシア フィリピン バングラデシュ パキスタン ケニア ナイジェリア
国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数 国名 論文数
オーストラリア 92 中国 110 英国 98 英国 104 英国 300 英国 82
日本 79 日本 93 インド 64 ドイツ 65 オランダ 101 ドイツ 43
英国 69 インド 68 日本 57 インド 57 スイス 92 フランス 35
タイ 60 オーストラリア 66 スイス 43 カナダ 47 南アフリカ 81 南アフリカ 34
ドイツ 57 タイ 66 スウェーデン 41 中国 45 カナダ 75 スイス 33
オランダ 55 英国 57 韓国 24 イタリア 42 フランス 63 日本 31
中国 49 フランス 52 フランス 20 スイス 27 ドイツ 57 オランダ 31
フランス 45 シンガポール 48 中国 19 フランス 24 オーストラリア 48 中国 30
インド 42 カナダ 46 タイ 19 韓国 24 ベルギー 42 ベルギー 29
ヴェトナム 40 ドイツ 42 カナダ 18 南アフリカ 22 日本 42 イタリア 26
ナイジェリアインドネシア フィリピン バングラデシュ パキスタン ケニア
順位 国の組み合わせ 論文数 順位 国の組み合わせ 論文数 順位 国の組み合わせ 論文数 順位 国の組み合わせ 論文数 順位 国の組み合わせ 論文数 順位 国の組み合わせ 論文数
11 オーストラリア,米国 42 11 日本,米国 33 11 英国,米国 46 16 英国,米国 46 7 英国,米国 128 12 英国,米国 39
13 日本,米国 41 14 中国,米国 29 13 日本,米国 40 20 ドイツ,米国 30 13 オランダ,米国 49 24 ドイツ,米国 16
14 オーストラリア,イタリア 37 17 インド,米国 21 15 インド,日本 35 30 カナダ,米国 15 19 カナダ,米国 31 31 ガーナ,米国 12
18 オランダ,米国 24 19 ドイツ,米国 19 18 インド,米国 24 36 インド,米国 12 23 ウガンダ,英国 29 32 南アフリカ,米国 12
20 日本,タイ 22 22 オーストラリア,米国 16 23 ドイツ,日本 17 38 日本,米国 11 24 日本,米国 27 34 ベルギー,米国 10
21 日本,韓国 20 27 カナダ,米国 12 25 オランダ,英国 17 40 中国,米国 11 29 南アフリカ,英国 22 36 ベルギー,英国 9
22 ドイツ,米国 20 29 タイ,米国 12 28 ドイツ,スウェーデン 15 41 ドイツ,英国 10 30 スイス,米国 22 37 カメルーン,英国 9
24 カナダ,米国 18 30 英国,米国 12 29 インド,英国 15 43 マレーシア,タイ 10 31 カナダ,英国 21 38 カメルーン,米国 9
25 タイ,米国 18 34 フランス,米国 10 30 スウェーデン,米国 15 45 サウジアラビア,南アフリカ 10 32 オランダ,英国 20 39 ドイツ,英国 9
27 オーストラリア,英国 16 35 ドイツ,インド 10 31 スイス,米国 15 52 ブラジル,ドイツ 8 33 南アフリカ,米国 20 40 ジャマイカ,米国 9
53 イタリア,サウジアラビア 8
54 日本,中国 8
ナイジェリアインドネシア フィリピン バングラデシュ パキスタン ケニア
分野 論文数 分野 論文数分野 論文数 分野 論文数 分野 論文数分野 論文数
臨床医学 51 臨床医学 45 臨床医学 40 物理学 13 植物・動物学 22 植物・動物学 13
植物・動物学 47 植物・動物学 38 微生物学 33 植物・動物学 9 臨床医学 14 農業科学 8
地球科学 33 環境/生態学 26 化学 27 臨床医学 7 微生物学 7 臨床医学 7
物理学 22 地球科学 18 植物・動物学 25 化学 6 農業科学 6 精神医学/心理学 7
環境/生態学 17 農業科学 13 物理学 19 工学 4 環境/生態学 5 化学 5
ケニア ナイジェリアインドネシア フィリピン バングラデシュ パキスタン
分野 論文数 分野 論文数分野 論文数 分野 論文数 分野 論文数分野 論文数
臨床医学 147 臨床医学 119 臨床医学 141 臨床医学 108 臨床医学 272 臨床医学 108
植物・動物学 60 植物・動物学 86 化学 56 物理学 58 植物・動物学 144 農業科学 37
地球科学 59 農業科学 49 環境/生態学 26 分子生物学・遺伝学 49 免疫学 88 植物・動物学 30
環境/生態学 50 環境/生態学 37 微生物学 26 地球科学 23 環境/生態学 81 環境/生態学 20
農業科学 29 免疫学 24 免疫学 23 工学 22 微生物学 41 生物学・生化学 19
インドネシア フィリピン バングラデシュ パキスタン ケニア ナイジェリア
48 
 
4.5 論文数が上位 30 位以内である研究者の学歴 
1998 年から 2008 年までの WoS データを用いて調査対象 6 ヶ国で論文数の多い上位 30 人
の研究者の抽出を試みた。しかしパキスタンおよびバングラデシュ 2 ヶ国ではデータベー
スに記載された研究者氏名（名字とイニシャル）による研究者個人の特定が難しいと判断
されたため、フィリピン、インドネシア、ケニア、ナイジェリアの 4 ヶ国を対象とする18。 





















                                                  
18 パキスタンで 1998 年から 2008 年までの間に論文数が最も多い研究者の論文数は 390 本であり、第 2
位の研究者の論文数は 325 本である。バングラデシュで論文数が最も多い研究者の論文数は 200 本、第 2
位の研究者の論文数は 158 本である。またパキスタンで論文数が最も多い論文数を持つ研究者の論文分野
も CHEMISTRY, MEDICINAL (197)、PLANT SCIENCES (76)、第 2 位では CRYSTALLOGRAPHY (105)、
ENGINEERING, CHEMICAL (26)の分野が論文分野として含まれている。これらが同一人物による業績では
ないと断言することは必ずしもできないが、他 4 ヶ国のトップ研究者の論文数と比較して明らかに多いこ






図表 54 論文数上位 30 人の研究者の所属する機関が存在する国名 
 




機関の所在国 機関数 機関の所在国 機関数 機関の所在国 機関数 機関の所在国 機関数
インドネシア 11 フィリピン 25 ナイジェリア 26 ケニア 15
日本 7 日本 3 米国 4 米国 10




総計 30 総計 30 総計 30 総計 30
インドネシア フィリピン ナイジェリア ケニア
学士号取得国 人数 学士号取得国 人数 学士号取得国 人数 学士号取得国 人数
インドネシア 5 フィリピン 8 ナイジェリア 10 ケニア 3
日本 2 インド 4 米国 2 米国 2
オーストラリア 1 中国 2 コンゴ 1 オーストラリア 2
英国 1 日本 2 シエラレオネ 1 ドイツ 1
マレーシア 1 オーストラリア 2




総計 11 総計 22 総計 14 総計 8
インドネシア フィリピン ナイジェリア ケニア
博士号取得国 人数 博士号取得国 人数 博士号取得国 人数 博士号取得国 人数
オーストラリア 3 米国 8 ナイジェリア 10 ケニア 3
ドイツ 3 フィリピン 6 米国 4 米国 2
インドネシア 2 日本 5 英国 1 英国 2
オランダ 2 インド 4 オーストラリア 1 カナダ 1
日本 2 オーストラリア 2 コンゴ 1 スイス 1
米国 1 ドイツ 2 ベルギー 1
英国 1 オランダ 1 南アフリカ 1
ニュージーランド 1
中国 1
総計 16 総計 28 総計 17 総計 11





















実施時期：2009 年 8 月、9 月  
聞取り対象者の抽出方法： 
両国に住所を持つ機関に所属する研究者と共著実績の多い日本人研究者 4 人を WoS より
抽出した。聞取り先で 1 人の研究者を紹介され追加したため、実際の聞取り対象者は同席
者も含め、教授 5 名、助教 2 名、プロジェクトリーダー1 名となった。聞取り内容を図表 56
に、聞取り先一覧を図表 57 に示す。 





























の職位と所属機関を図表 59 に示す。 
図表 58 海外調査の聞取り内容と対象者 
  
                                                  
20 JICA の高等工学教育分野の人材養成案件として、ASEAN10 ヶ国を代表する 19 大学と、 11 
の日本の支援大学の支援協力の元に発足した。2003 年 3 月から「メンバー大学の教育・研究能
力の向上」を目的として 5 年間の技術協力プロジェクトが実施され、2008 年 3 月から第 2 フ
ェーズが始まっている。http://www.seed-net.org/01_index_jp.php 
共著先の国名 機関種別 設置者 所在地 分野
フィリピン 大学 国立 大阪 物理
研究所 独法 筑波 生物資源
インドネシア 大学 国立 福井 物理
大学 公立 岐阜 薬学









図表 59 海外調査の聞取り対象者と所属機関 
     
注）図表中の区分は図表 58 の番号に対応する 
国名 区分 所属機関 聞き取り対象者の職位 所在地
Physics , College of Science, National
Institute of Physics, University of the
Philippines
Dean & Professor
Chemical Engineering Department, De
La Salle University
Professor
Marine Science Institute, University of
the Philippines
Professor
Chemical Engineering Department, College
of Engineering,
De La Salle University
Dean & Professor
College of Engineering, University of the
Philippines
Dean & Professor





JICAフィリピン事務所 所員Program Officer, Training Program Section
International Rice Research Institute Plant Breeder, Plant breeding, Genetics, and Biotechnology Los Banos
Commission on the Higher Education,
Office of the President
Director IV, Office of Planning, Research & Special Project
Commission on the Higher Education,
Office of the President
Secretary/Chairman
Director IV, Office of Planning, Research & Special Project
Director IV, Office of Programs and Standards
- Training Center, International Rice
Research Institute
Jr.Associate Scientists/Agric. Engineer Los Banos
Department of Physics, Faculty of
Mathematics and Natural Sciences,
University of Indonesia
Research Coordinator
Maju Makmur Mandiri Research Center Director
Department of Chemistry, Faculty of
Mathematics and Natural Science、Gadjah
Mada University
Head of Chemistry Department
Professor
Vice Dean of Research and Cooperation Affair & Professor
Jogyakarta
Faculty of Mathematics and Natural
Science, Institute Technology Bandung
Professor
Departmenet of Physics, Faculty of














Ministry of National Educaiton




Ministry of Research and Technology
(RISTEK), LIPI
Advisor to the Minister for Research and Technology
（JICA長期専門家）
Assistant Deputy for National Research Science and
Technology Program
Director, Indonesian Institute of Science, Center for Science
and Technology Development Studies





























8.2 倍、インドネシア 29.5 倍）。もっとも私立機関の卒業生数は国公立機関の卒業生の 2 倍
に届かないことから（フィリピン 1.8 倍、インドネシア 1.7 倍）、国公立の機関と比較して
学生数の少ない私立機関が多数存在すると考えられる。 










ィリピンで 12.8%：7.3%、インドネシアで 11.1%：3.0%）。 
 
 
                                                  




図表 60 フィリピンとインドネシアの高等教育機関数と卒業者数（上：設置者別、下：課程別） 
 
出典）フィリピン: Academic Year 2004-2005 Higher Education Statistical Bulletin 
http://www.ched.gov.ph/statistics/index.html 
インドネシア：Indonesian Science and Technology Indicators 2006, Adapted from University 
Statistics data 1997-2004, and University Directory 2000-2005 




インドネシア：Indonesian Science and Technology Indicators 2006, Adapted from Public 
University Directory, Directorate General of Higher Education-Depdiknas 2004 & 2006 
図表 61 博士号取得者の国際比較 
 
出典：フィリピンとインドネシア：図表 60 と同じ。日米韓:NSF2006 より作成 
注）フィリピンとインドネシアと比較するため、日米韓 3 ヶ国の値は、NSF2006 の All S&E から
Social/behavioral Science を除いている。 
図表 62 フィリピンとインドネシアの大学教員の最終学歴 
 
出典：フィリピン：図表 60 と同じ 
インドネシア：Indonesian Science and Technology Indicators 2006, Adapted from University Statistics, Directorate 









国公立 176 81 140,451 170,056
私立 1,443 2,391 246,469 282,642
合計 1,619 2,472 386,920 452,698












学士 315,928 90,723 34.4 40.2
修士 13,843 11,853 12.0 40.5
博士 1,522 644 6.0 37.9
        項目
課程
修了者数 自然科学系の割合(%)







フィリピン 2003/2004 1,522 92 81,172 0.001
インドネシア
（国公立のみ）
2004 644 244 217,587 0.001
日本 2003 16,314 6,830 127,718 0.053
米国 2003 40,710 19,477 290,796 0.067
韓国 2002 6,690 3,035 47,615 0.064
学士 修士 博士 その他 合計 博士の割合 学士 修士 博士 その他 合計 博士の割合
国公立 19,385 11,869 4,587 43 35,884 12.8% 24,103 28,472 6,851 2,555 61,981 11.1%
私立 47,260 22,209 5,518 354 75,341 7.3% 55,653 31,253 4,283 51,368 142,557 3.0%
合計 66,645 34,078 10,105 397 111,225 9.1% 79,756 59,725 11,134 53,923 204,538 5.4%
合計の最終学歴別割合 59.9% 30.6% 9.1% 0.4% 100% 9.1% 39.0% 29.2% 5.4% 26% 100% 5.4%































                                                  
22 出典： [ゴンザレス, 1993]、 [ゴンザレス, 2006] 
23 WDI 2007 によると、フィリピンの高等教育就学率は 2005 年には 28.0%であり、インドネシア





























ンの高等教育を担当する政府機関である Commission on Higher Education (CHED)は 1998 年
から 2008 年までを対象とした National Higher Education Research Agenda 1(NHERA1)を策定
した。続いて 2009 年から 2018 年の 10 年間を対象として NHERA2 が作られている。 
 NHERA1 では 9 つの重点分野26が定められ 10 年間で 376 百万ペソ（約 7 億 2 千万円。2010
年 1 月現在、1 円は約 0.52 ペソ）が割り当てられた。また、NHERA1 実現のため 12 の地域
                                                  
25 出典：National Higher Education Research Agenda- 2: NHERA2 2009-2018. Office of the President 
Commission on Higher Education CHED 2009 
26 重点分野は次の分野が含まれる。Science and Mathematics, Education and Teacher Training, Health 
and health profession, Information and Communication Technology, Engineering, Maritime and 
Architecture, Agriculture, Environmental Science, Humanities, Social Science, Other disciplines as 
identified by the Commission  
57 
 
研究センター設立が当初の目標に追加された（2009 年の報告書では既に 9 センターが 6 年












工学系の R&D の振興, 奨学金供与、インフラ整備、教員の能力開発等である（予算案は





年までに研究文化を確立するのに役立つ研究支援は、Young Researcher (8-10 ヶ月間に
US$1,200 を支給)、Basic Science (基礎研究に 2 年間で毎年 US$1,800 を支給)などがある。複
数年の研究支援を受けた 400 の研究プロジェクトの概要によると、各研究プロジェクトは
年平均 US$5,000 を費やし、結果として 1 本の国内誌発表、0.15 本の国際学術誌発表、1 つ
の国内セミナー、0.33 の国際セミナー発表を実施した。研究代表者の構成は 11%が教授、
54%が博士号保有者、28%が修士号保有者、11%が学士号保有者となっている。なお女性は
16%である。分野構成は、工学 20-30%、保健医療 10-20%、農学 20-30%、基礎研究 10%、
教育 10%、その他 6%である。また研究支援の採択率は 16%となっている。 
                                                  











ーンやインドネシア政府の資金を使用して 1995 年から 1999 年まで実施（2001 年まで延長）




5.2.3 2 ヶ国から日本への近年の留学（自然科学系を専攻する大学院）状況 
フィリピンとインドネシアから日本の大学院へ留学し自然科学系（理学・工学・農学・
保健）を専攻する学生数の推移（2004 年から 2009 年）を図表 63 に示す。両国共に日本の
国費による留学生は若干減少傾向にあるが、インドネシアはフィリピンと比較して留学生
が多い（国費留学生で 2.5 倍、私費留学生で 5.2 倍）。また、インドネシアの私費留学生数
は 2007 年以降に増加し 2009 年には国費留学生を上回っているのが特徴的である31。また日
本の大学院で自然科学系を専攻する全世界からの留学生数に占めるフィリピンとインドネ
シアの留学生数は、6 年間の平均で、国費で各 8.5%と 3.1%、私費で 3.4%と 0.6%である。
なお、自然科学系を専攻する留学生数を人文社会系などのその他分野を専攻する留学生数
と比較すると、インドネシア（日本の国費）で 7 倍、フィリピン（日本の国費）で 5 倍で
あり、私費はフィリピンでもインドネシアでもどちらも 4 倍となっている。 
図表 63 日本の大学院で自然科学を専攻するインドネシア・フィリピンからの留学生数推移 
  
出典：独立行政法人日本学生支援機構から提供されたデータより作成 





























































































































































































































Higher Education Research Agenda-2 2009-2018）を策定し、ERDT により工学系博士課程学生
を支援している。この背景には、ベトナムなどのアジアの近隣諸国と比較してフィリピン
の人口あたりの研究者数や研究開発投資の対 GDP 比などが相対的に低いとの危惧がある。 
 
大学の研究環境の最近 10 年の変化 
訪問先大学は、国立のフィリピン大学（University of Philippine: UP）と私立のデ・ラ・サ








職位は細かく規定され（Professor は、Full, Associate, Assistant などであり、DLSU では各

















































①  研究環境 
フィリピンの研究方針や研究状況 
· 2009 年から 2018 年の 10 年間を対象とした National Higher Education Research Agenda 2





ある。（Director IV, Office of Planning, Research & Special Project, CHED） 
· 近隣諸国に比べて、フィリピンの研究状況がどうなっているのか気になる。ユネスコ
のベンチマークを基にすると、フィリピンの研究状況は良い方向に変わりつつあるが、
ベトナムやタイからも遅れを取っていることに危機意識を持っている。(Dean & Professor, 






知りたい。（Director IV, Office of Planning, Research & Special Project, CHED） 
 
研究環境の変化 









· 10 年前から研究環境は非常に変わった。College of Engineering の 2004 年の教員数は
160 人程度だったが、教員の教育指導の負担を軽減するために教員を増員し、2009 年
現在は 207 人である。 (Dean & Professor, College of Engineering, UP)  
 
研究上の課題 
· 研究のための制約は時間である。これを若い世代のために解決したい。(Dean & Professor, 
College of Science, UP) 
· 研究に費やす時間が最も大きな制約である。自分のみができる教育もあるので教育を
おろそかにするわけにはいかない。大学の勤務時間は 40 時間と定められているが、実
際は 50 時間を上回る。教育は勤務時間全体の 30％から 40％程度であり、おおよそ 40％
を研究に充てているが、家庭での仕事も含めると研究の割合は増える。（Professor, Chemical 
Engineering Department, DLSU） 
· 最も大きな制約は物品の購入に時間がかかること。何かを注文して 6 月で届けば良い











きな民族の特性や文化的背景もあると思う。（Professor, Marine Science Institute, UP） 
 
②  論文作成 
論文作成のインセンティブと教員の評価 
· 論文作成の動機は、オリジナリティのあるものを創造することであり、同年代の研究
者との競争や共同研究を楽しむことである。（Professor, Chemical Engineering Department, DLSU） 
· 教員の職位は詳細に決まっている。Full Professor（1-10 段階）、Associate Professor（1-7
段階）、Assistant Professor、Lecturer である。Assistant から上に行くには、博士号と継続




















（Professor, Marine Science Institute, UP） 
 
③  大学教員のアカデミックキャリアパスと最終学位 
アカデミックキャリアと帰国 
· フィリピンでは研究指導を受けられなかったため、文部科学省の奨学金で日本に行き
学位研究を行った。学位は UP から取得した。(Dean & Professor, College of Science, UP)  





Engineering Department, DLSU） 
· 自分は JSPS の支援を通じて日本の大学で 2 度ほど研究指導を受けた。これらはとても
重要な経験であり、UP の多くの教員が同じように恩恵を受けている。(Dean & Professor, 
College of Engineering, UP) 
· 私は学部卒業後にペイント会社に就職したが、創造的ではない仕事に魅力を感じなか






(Dean & Professor, College of Engineering, DLSU) 
大学教育：教員の学位など 
· 2008-2009 年の第 2 セメスターでは UP の理学部の教員数は 287 人であり、その内、博
士号取得者は 149 人と半数以上（52.0%）である。博士号を持っていない教員の中でも
40 人から 50 人は在学中であり、そのほとんどが授業料を免除され政府の奨学金を得て
博士号取得に向けて勉強している。 (Dean & Professor, College of Science, UP) 
· UPの工学部には210 人の教員がおり、その内の35%から40% が 博士号を持っており、
35%から 40% が修士号を持っている。博士号を持っていない教員の多くは学位を取る
ための勉強中である。(Dean & Professor, College of Engineering, UP) 
· フルタイムの教員は 80 人いる。そのうち、28 人は博士号を持ち、47 人は修士号を持
っている。修士号を持っている教員の多くは博士号の取得途中である。博士課程の学
生 51 人はパートタイムの学生である。(Dean & Professor, College of Engineering, DLSU) 





④  大学教員の待遇と女性教員の多さ 
教員の待遇 
· UP の教授（full professor）の基本給与は月に US$ 600 程度であり、この他に、諸手当や
同窓会などによる寄付から月 100-180 US$が支給されている。（Professor, Marine Science 
Institute, UP） 
· DLSU の給料はフィリピンの大学の中では最高だが、自分の世代が得る産業界の給与の
中では平均的なものである。（Professor, Chemical Engineering Department, DLSU） 
· DLSU は研究のインセンティブがあることや、給与が多国籍企業の給与と比較可能であ
ることから、他大学の教員からの転職希望が多い32。(Dean & Professor, College of Engineering, 
DLSU) 
· 教員給与は問題である。UP の教員の給与は私立のトップ大学 DLSU の教員給与の約 1/4 
                                                  
32 UP と DLSU の給与格差は、3 倍から 5 倍との聞き取り調査結果がある。この理由として
授業料の格差も指摘されている。各大学の平均的な授業料の算出は専攻や各課程に応じて異
なるため容易ではないが、UP のホームページには、彼らの授業料はフィリピンの主要私立




である。しかし UP でも卒業生や企業からの寄付を募るなど 教員の給与と数を増やす
ようにしている33。政府も職員の給与を増加しようとしている。(Dean & Professor, College of 
Engineering, UP) 
· 教員の賃金を上げることが教育と研究に関する問題の一部を解決することに繋がると
考えている。（Director IV, Office of Planning, Research & Special Project, CHED） 
 
女性教員の多さ 
· 自分は女性で学部長をしているが、 UP の工学部の 47% が女性である。このようなテ
ーマについて日本で講演したこともある。 (Dean & Professor, College of Engineering, UP) 
· 私も私の娘も工学系を専攻し、現在 DLSU の工学部では女子学生が過半数を占めてい








（Professor, Marine Science Institute, UP） 
 








の博士号取得者数は年間 13 人程度と少ないので、年 40 人から 50 人程度にはしたい。
質の高い国際学術誌へのアクセスも課題である。(Dean & Professor, College of Science, UP) 
· 博士課程プログラムは AUN/SEED-Net に触発されて数年前にできたばかりである。ほ
とんどの学生は民間企業などで働くパートタイム学生なので学位取得に時間がかかる
                                                  
33 国公立大学の教員の給与は公務員給与に準ずるが、UP は別格で独自に決められる






るためのプログラム（ERDT）が 8 大学によるコンソーシアムにより 2007 年から発足
した。(Dean & Professor, College of Engineering, UP) 
· （参考）2003/2004 年の博士号取得者はフィリピン全体で 1,522 であり女性が 6 割を占
める（女性 924 人、男性 598 人）。最も人数の多い分野は、教育の 889 人であり、工学





る。(Dean & Professor, College of Engineering, DLSU) 




る際に他国の教員と共同でプロポーザルを書くこともできる。(Dean & Professor, College of 
Engineering, UP) 
· AUN/SEED-Net を通じてアジアの工学系研究者が 1 つの大きな家族のようになりネッ
トワークができている。AUN/SEED-Net を通じた交流で日本の大学は強力に支援をし
てくれているが、一方的に与えられるだけでなく相互利益をもたらす関係を作りたい。
(Dean & Professor, College of Engineering, DLSU) 
· 日本とフィリピンでより多くの共同研究を実施し共同学位などが出せれば良いと思う。
フィリピンには天然資源（ピナツボ火山噴火などの災害や天然素材）があり、日本は






























フィリピンでの高等教育支援は、2 種類ある。１つは AUN/SEED-Net であり、もう一つ
は留学生支援である。2007 年 4 月から留学生無償支援が始まった。2003 年から 2009
年の間では、フィリピンから日本に 159 人が留学し 109 人が修了している。以前は政
府と民間機関のいずれかに所属していた留学生を区別せずに派遣していたが、民間か
らの留学生は帰国しない傾向が認められたため、現在は政府職員に限定し、修士課程

























































































行されている。最新情報（2004 年）によると学術誌の数は約 2,000 である。ほとんど
の学術誌はインドネシア語で書かれているが、英語で書かれ海外に査読を依頼してい
る国際学術誌もバイオロジー分野などで少しはある。 (Director, Center for Science and 










連携を妨げているのは政府組織の制約のためである。  (Director, Center for Science and 
Technology development Studies, IIS) 
研究時間 
· 1 週間の内、20-30 時間を研究に充てていると思う。教育に割く時間は研究ほど多くは
ない。1 日 3-4 時間を研究に、1 週間では約 12 時間を教育に充てている。（Faculty of 
Mathematics and Natural Science, UGM） 
· 研究には実験の指導や機材準備も含めて週に 20-25 時間を費やしている。家でも仕事を
























い。(Professor and Head of Department of Geological Engineering, UGM) 
· 研究の最も大きな制約は、施設・器具の未整備である。国際学術誌へのオンラインア
クセスも限定的である。状況は以前より改善されたが依然として不十分であり、化学
系の学部全体でも予算不足から 2-3 誌を購入するのみである。薬品の購入も 9.11 以降
厳しくなり、時間がかかる。（Faculty of Mathematics and Natural Science, UGM） 
· 研究をするには化学薬品購入のための予算が問題である。また、小さい機材はともか
く、MRI などの高い実験設備は買えない。グラントも競争的で取りにくい。（Professor, 




る見込みのあるところを選んで欲しい。（Faculty of Mathematics and Natural Science, ITB） 
· 海外の資金は設備に使われるが、運用方法の習得や運転資金が必要となる。しかしこ
れに当てる国内資金が無い。よって、機械が運用されず予算が有効に使われない。設
備のみではなく、設置や運転のためのエンジニアも必要である。(Director, Private Research 
Institute) 
研究環境の変化 
· 10 年間の変化は、研究予算の増加である。1990 代からは融合領域が増え、5 年前から
は社会学や心理学とのコラボが増えた。また以前の研究支援は石油会社や政府のみに
よるものだったが、現在は国際企業や外国政府など国際パートナーが増えた。(Professor 
and Head of Department of Geological Engineering, UGM) 
· この 10 年で研究環境は大きく変わった。博士学生や研究に関係する職員も増え、研究


















同研究者が担当し、私は理論モデルを提供する。（Research Coordinator, Department of Physics, 




（システム）が必要だと思う。（Research Coordinator, Department of Physics, Faculty of Mathematics 















対して 500 万 ルピアが払われる。DGHE は一論文に 5 千万 ルピアを払うが、5 人以上
の著者ではないことなどの条件があり、競争的なので 10 論文に 1 論文くらいの割合で
支給される。（Professor, Faculty of Mathematics and Natural Science, ITB） 








ョナルガイドラインがある。例えば、研究成果の発表もモノグラフ 20 国際 40 国内
25 新聞 1 などの評価基準が決められている。大学教員は教育省からの、研究者は研究











Mathematics and Natural Science, ITB） 






















文を信用しない。また海外では薬品を入手しやすいこともある。（Faculty of Mathematics and 
Natural Science, UGM） 
③  大学教員のアカデミックキャリアパスと最終学位 
アカデミックキャリアと帰国 
· ITB の数学・自然科学の教員 5 人は、学士号を同大学で取得している。その後は、博士
号を海外（日本 2 人、米国 1 人、英国 1 人、オランダ 1 人）で取得している。実験設
備が整っていないインドネシアに帰国した理由は、家族の存在、留学時に交わした契





· 帰国政策としては、各機関が実施している契約（留学期間の 2 倍＋1 年（2 times plus 1）
の期間を元の職場で働かなければならない）がある。(Assistant Deputy for National Research 
Science and Technology Program) 
· UGM の数学・自然科学の教員 3 名は、博士号を海外（日本 2 人、オーストリア 1 人）
で取得している。また 2 人は学士号の取得後に企業に 1-2 年勤務した経験がある。留学
後に帰国したのは、組織との契約の存在や、それ以上に国に対して多くの責任がある
と思ったからである。しかし、長い間インドネシアで研究を続けると科学の進歩に遅
れるので、1 年に 2-3 ヶ月程度は先進国に行き、新しい知識を得ることが必要である
（Faculty of Mathematics and Natural Science, UGM） 








と思ったからである。（Research Coordinator, Department of Physics, Faculty of Mathematics and Natural 
Sciences, UI） 
· 私は東京の大学で修士の研究指導を、オーストラリアの大学で博士課程の研究指導を
受け、ITB で博士号を取得している。教員 6 人で研究チームを組んでいるが、国内で博
士号を取得したのは自分だけである。インドネシアは植物の多様性に富んだ国であり、
自分で自分の国の継承的資源である植物を調べたいというのがインドネシアに留まる
理由である。（Professor, Faculty of Mathematics and Natural Science, ITB） 
 
大学教員の学位など 
· 大学の教員には修士号以上の学位を求めるなど教員の質を上げるための法律が 2005 年
に施行されている。政府予算で、今年までに 1000 人をオーストラリアや日本に留学さ
せている。来年から、教員の給与も倍増すると言われている。一般的な大学教員の給
与は月 1 万 5000 円くらいと言われており、これでは食べていけない。法人化により給
与や授業料をどうするかは各大学の裁量となろう。（Advisor, DGHE） 
· 自分の学部には 35 人の教員が居るが、ほぼ半分が博士号を持っている。40 歳以下の若




気のためである。（Faculty of Mathematics and Natural Science, UGM） 
· （参考）2003 年のインドネシアの高等教育機関（HEI）の教員（Lecturer）の学位保有
率は 5.44%である（全体 204,538 人の中で、博士号保有者は 11,134 人）。出典：Indonesian 
Science and Technology Indicators 2006 の Table D. 11(Source: University Statistics, DGHE, Department of 
National Education 2003) 
 










（Research Coordinator, Department of Physics, Faculty of Mathematics and Natural Sciences, UI） 
· 大学には秘書もテクニシャンも居ないので、学生にこれらの仕事をさせている。また
教員の給与が低いので、自分も含め教員の何人かはジャカルタでアルバイトをしてい
る。（Faculty of Mathematics and Natural Science, ITB） 
 









の内で 4 つの国際学術誌への発表を課している。(Director, Private Research Institute) 
· （参考）インドネシアの 2003 年の博士号取得者は 408 人、2004 年は 644 人である。こ
の内、自然科学＆工学専攻は各年の 33.6%、37.9%である。出典：Indonesian Science and 





















の双方にとって有益だと思う 35。（Research Coordinator, Department of Physics, Faculty of 























































ろ、1998 年からの 10 年間で増加することや、地域的に異なることが示された。地域的な差
異がある背景としては、国際共著率が高い場合には自国の研究活動が小規模であるなど国
際共著率が論文生産の発展度合いと関連する可能性が示唆されている。 
















































実施計画の策定  ：加藤 真紀 
調査方法の設計  ：加藤 真紀 
聞取り調査の実施  ：加藤 真紀 
報告書の執筆  ：加藤 真紀 
報告書の確認  ：茶山 秀一、加藤 真紀 
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AUN/SEED-Net: Southeast Asia Engineering Education Development Network（アセアン工学系高
等教育開発ネットワーク） 
CHED: Commission on Higher Education（フィリピンの高等教育局） 
DGHE: Director General of Higher Education 
DLSU: De La Salle University（デ・ラ・サール大学） 
ERDT: Engineering Research & Development for Technology Consortium 
IIS: Indonesian Institute of Science 
ITB: Institute Technology Bandung（バンドン工科大学） 
JICA: Japan International Cooperation Agency（国際協力機構） 
UI: University Indonesia（インドネシア大学） 
UP: University of Philippines（フィリピン大学） 




参考資料  事例調査対象 6 ヶ国の国別参考資料 
インドネシア 
1. 分野別の論文数の推移と国際共著の割合 
1998 年から 2008 年の間の分野別の論文数の推移を参考図表 1 に示す。同期間では特に
著しい増加や減少を示す分野はない。またどの分野も 1 ヶ国により作成された割合は小さ
く、2 ヶ国を中心とした複数国により作成された割合が大きい。 
国際共著時に高所得 OECD 国が論文作成に関わる割合を参考図表 2 に示す。国際論文の
9割以上、別刷り送付先の約 7割以上が高所得OECD国に属する機関を含み作成されている。 
参考図表 1 分野別の論文数（左：論文数の推移、右：共著国数の割合） 
  
参考図表 2 高所得 OECD 国が論文作成に関与する割合（左：論文数、右：別刷り送付先） 
  
2. 論文作成機関の特徴 
インドネシア論文を生産する機関の内、論文数の多い上位 10 機関を参考図表 3 に示す。

















































































よる論文は 30、複数機関による論文は 529）。1998 年から 2008 年までは複数機関により作
成された論文数は増加するが、単一機関により作成された論文数は停滞する（参考図表 4）。 




のみで作成された論文も国際共著論文のどちらも、インドネシアからは、1 大学のみや 1 機
関のみで作成された論文数が多い。 
参考図表 5 当該国の機関間の共著 
   
正式名称・英語　（略語、国内での名称） 論文数 割合 所在国
1 University of Indonesia (Universitas Indonesia) 474 9.9% インドネシア
2 Bandung Institute of Technology  (Institut Teknologi Bandungor ITB) 310 6.5% インドネシア
3 Gadjah Mada University (Universitas Gadjah Mada or UGM) 281 5.9% インドネシア
4 Bogor Agricultural University　(Institut Pertanian Bogor orIPB) 274 5.7% インドネシア
5 Indonesian Institute of Sciences  (Lembaga Ilmu PengetahuanIndonesia or LIPI) 212 4.4% インドネシア
6 United States Navy 155 3.2% 米国
7 University of Tokyo 150 3.1% 日本
8 Kyoto university 128 2.7% 日本
9 University of Western Australia (UWA) 105 2.2% オーストラリア












0 1 2 3以上 合計 0 1 2 3以上 合計
0 0 172 15 4 191 0 1,738 61 4 1,803
1 197 73 7 0 277 1,870 199 14 4 2,087
2 40 12 0 1 53 211 51 11 2 275
3以上 12 5 0 0 17 61 18 2 0 81
合計 249 262 22 5 538 2,142 2,006 88 10 4,246






1998 年から 2008 年までの期間は基礎生物分野の論文数が多く、増加率も大きい。分野に
より国際共著率は異なり、1 ヶ国により作成された割合が 4 割を超える分野は物理学＆宇宙
科学や計算機科学＆数学である（参考図表 6）。 
フィリピンの論文が 2 ヶ国で共著される場合は約 8 割が、3 ヶ国以上で共著される場合は
約 9 割が高所得 OECD 国を含み作成された。国際共著論文の別刷り送付先の 57.2%が高所
得 OECD 国により占められている（参考図表 7）。 
 
参考図表 6 分野別の論文数（左：論文数の推移、右：共著国数の割合） 
 
参考図表 7 高所得 OECD 国が論文作成に関与する割合（左：論文数、右：別刷り送付先） 
  
2. 論文作成機関の特徴 
論文数が多い上位 10 機関の内訳を参考図表 8 に示す。ここではフィリピンの 6 つの大学
や研究機関が含まれ、日本の 2 大学（東京大学や大阪大学）も含まれる。フィリピン大学












































































参考図表 8 論文を作成する機関名の一覧（上位 10 位） 
  
 
1998 年から 2008 年までの期間において、複数機関により作成された論文数は単一機関に
よる論文数よりも常に多く、2000 年から 2001 年に急速に減少するがその後は単調に増加す
る。他方、単一機関による論文数は 1998 年から 2002 年までは増加し、その後は増減を繰
り返すもほぼ同水準を維持する（参考図表 9）。 
参考図表 9 論文数の推移（機関数別） 
 
フィリピンのみで作成された論文も国際共著論文のどちらも、フィリピンの機関として
は 1 大学のみで作成された論文数が最も多く、次いで 1 機関のみにより作成された論文数
が多い。（参考図表 10）。 
参考図表 10 当該国の機関間の共著 
 
 
正式名称・英語　（略語、国内での名称） 論文数 割合 所在国
1 University of the Philippines(include UP Los Baños) 1445 35.0% フィリピン
2 International Rice Research Institute (IRRI) 920 22.3% フィリピン
3
Southeast Asian Fisheries Development Center
(SEAFDEC/AQD)　an intergovernmental
organization. the Secretariat is based in Bangkok,
Thailand.
187 4.5% 東南アジア(タイ)
4 De La Salle University 122 3.0% フィリピン
5 Research Institute for Tropical Medicine (RITM) 106 2.6% フィリピン
6 University pf Tokyo 79 1.9% 日本
7 WHO Philippines 74 1.8% フィリピン
8 Osaka university 67 1.6% 日本
9 University of Santo Tomas 66 1.6% フィリピン














0 1 2 3以上 合計 0 1 2 3以上 合計
0 0 585 60 2 647 0 1,512 113 19 1,644
1 311 107 5 1 424 1,082 139 8 0 1,229
2 53 27 1 0 81 23 25 4 0 52
3以上 2 5 5 1 13 2 8 1 0 11
合計 366 724 71 4 1,165 1,107 1,684 126 19 2,936






1998 年から 2008 年までは、基礎生物学や環境/生態学＆地球科学の論文数が増加する。
分野により国際共著国数の割合は異なり、1 ヶ国により作成された割合が 2 割以下と低いの
は、環境/生態学＆地球科学や臨床医学＆精神医学/心理学である（参考図表 11）。 
バングラデシュ論文の内、2 ヶ国による国際共著論文の 82.0%、3 ヶ国による国際共著論
文の 95.6%が高所得 OECD 国に属する機関を含み作成されている。他方、別刷り送付先は、
国際共著の約 5 割から 6 割が高所得 OECD 国により占められている（参考図表 12）。 
参考図表 11 分野別の論文数（左：論文数の推移、右：共著国数の割合） 
 
参考図表 12 高所得 OECD 国が論文作成に関与する割合（左：論文数、右：別刷り送付先） 
 
2. 論文作成機関の特徴 












































































参考図表 13 論文を作成する機関名の一覧（上位 10 位） 
  
複数機関により作成された論文数は常に単一機関により作成された論文数よりも多く
2007 年以降を除き急速に増加する（同期間内の期首と期末の格差は約 2.5 倍に増加）。他方、
単一機関により作成された論文数は対象期間を通じてほぼ停滞する（参考図表 14）。 





のみによる論文数 1,559, 大学外機関のみによる論文数 1,388）。また大学も大学外機関も 1
機関のみにより作成された論文が多い（参考図表 15）。 
参考図表 15 当該国の機関間の共著 
 
正式名称・英語　（略語、国内での名称） 論文数 割合 所在国
1 University of Dhaka (DU, Đhaka Bishshobiddalôe) 776 15.9% バングラデシュ
2 International Centre for Diarrhoeal Disease Research,Bangladesh (ICDDR, B) 698 14.3% バングラデシュ
3 Rajshahi University (Rajshahi Vishwavidyaalay) 472 9.6% バングラデシュ
4 Bangladesh University of Engineering and Technology (BUET,Bangladesh Prokoushol Bishshobiddalôe) 461 9.4% バングラデシュ
5 Jahangirnagar University (Jahaŋgirnôgor Bishshobiddalôe) 372 7.6% バングラデシュ
6 Bangladesh Agricultural University　(BAU) 326 6.7% バングラデシュ
7 University of Chittagong (Chôţţogram Bishshobiddalôe) 172 3.5% バングラデシュ
8 Bangladesh Atomic Energy Commission (BAEC) 138 2.8% バングラデシュ
9 Johns Hopkins University (JHU) 100 2.0% 米国












0 1 2 3以上 合計 0 1 2 3以上 合計
0 0 853 99 8 960 0 1,464 80 15 1,559
1 400 228 30 0 658 1,184 142 12 1 1,339
2 64 34 4 0 102 157 26 1 0 184
3以上 35 3 0 0 38 47 6 0 0 53
合計 499 1,118 133 8 1,758 1,388 1,638 93 16 3,135






1998 年から 2008 年の間に急速に論文数が増加する分野が幾つかあるが、中でも基礎生物
学や化学分野の論文数の増加が著しい。またほぼ全ての分野の半数以上の論文はパキスタ
ン 1 ヶ国により作成され、3 ヶ国以上により作成された割合は小さい（参考図表 16）。 
2 ヶ国による国際共著論文の約 7 割（69.9%）、3 ヶ国以上の場合は約 9 割（90.8%）が高
所得 OECD 国に属する機関を含み作成され、別刷り送付先は、2 ヶ国による論文の 36.1%、
3 ヶ国以上の約 6 割（60.8%）が高所得 OECD 国により占められている（参考図表 17）。 
参考図表 16 分野別の論文数（左：論文数の推移、右：共著国数の割合） 
 



















































































参考図表 18 論文を作成する機関名の一覧（上位 10 位） 
 
2007 年までは、単一か複数かに関わらず論文数は増加する。単一機関により作成された
論文も複数機関により作成された論文と同様に 2007 年までは増加を続けるが、2007 年から
2008 年にかけては、複数機関による論文生産が引き続き急速な増加を続けるのに対して、
単一機関により生産される論文数は停滞する（参考図表 19）。 
参考図表 19 論文数の推移（機関数別） 
 
パキスタン 1 ヶ国のみで作成された論文も国際共著論文のどちらも、1 大学のみや 1 機関
のみにより作成された論文数が多い。また大学のみと大学外機関のみにより作成された論
文数を比較すると、前者の論文数は後者の論文数の 2 倍以上である（参考図表 20）。 
参考図表 20 当該国の機関間の共著 
 
 
正式名称・英語　（略語、国内での名称） 論文数 割合 所在国
1 Quaid-i Azam University 1941 16.4% パキスタン
2 University of Karachi 1799 15.2% パキスタン
3 Aga Khan University (AKU) include Aga Khan University Hospital (AKUH) 1105 9.3% パキスタン
4 Pakistan Institute of Science and Technology (PINSTECH) 816 6.9% パキスタン
5 University of Agriculture Faisalabad 774 6.5% パキスタン
6 University of the Punjab 626 5.3% パキスタン
7 University of Peshawar 442 3.7% パキスタン
8 University of Sindh 284 2.4% パキスタン
9 Bahauddin Zakariya University 258 2.2% パキスタン















0 1 2 3以上 合計 0 1 2 3以上 合計
0 0 3,268 630 106 4,004 0 2,420 197 32 2,649
1 1,454 1,063 166 26 2,709 1,212 285 40 5 1,542
2 355 188 17 4 564 135 42 6 0 183
3以上 100 33 1 0 134 30 3 0 0 33
合計 1,909 4,552 814 136 7,411 1,377 2,750 243 37 4,407






1998 年から 2008 年までは、基礎生物学や環境/生態学＆地球科学分野の論文数が増加す
る。また同期間に論文数が 13 と非常に少ない計算機科学＆数学では特に 2 ヶ国以上で作成
される国際共著論文の割合が大きい（参考図表 21）。 
2 ヶ国による国際共著論文の 84.4%、3 ヶ国による国際共著論文の 95.2%が高所得 OECD
国に属する機関を含み作成されている。別刷り送付先は、2 ヶ国により作成された論文の
54.9%、3 ヶ国による論文の 64.5%が高所得 OECD 国により占められている（参考図表 22）。 
 
参考図表 21 分野別の論文数（左：論文数の推移、右：共著国数の割合） 
  
参考図表 22 高所得 OECD 国が論文作成に関与する割合（左：論文数、右：別刷り送付先） 
  
2. 論文作成機関の特徴 
論文数が多い上位 10 機関には、ケニアの 8 つの大学や研究機関が含まれる。この中で 6
位に英国のオックスフォード大学が入る。また最も論文数が多いのはナイロビ大学であり














































































参考図表 23 論文を作成する機関名の一覧（上位 10 位） 
  
複数機関による論文数はほぼ単調に増加する一方、単一機関による論文数は減少し、そ
の格差が拡大している（1998 年には約 3 倍の格差だったのが、2008 年には約 12 倍になる）
（参考図表 24）。 






参考図表 25 当該国の機関間の共著 
 
正式名称・英語　（略語、国内での名称） 論文数 割合 所在国
1 University of Nairobi 1222 20.8% ケニア
2 Kenya Medical Research Institute (KEMRI) 623 10.6% ケニア
3 The International Livestock Research Institute (ILRI) 416 7.1% ケニア
4 International Centre of Insect Physiology and Ecology (icipe) 369 6.3% ケニア
5 Kenyatta University 294 5.0% ケニア
6 University of Oxford 290 4.9% 英国
7 Moi University 280 4.8% ケニア
8 Egerton University 256 4.4% ケニア
9 National Museums of Kenya (NMK) 235 4.0% ケニア













0 1 2 3以上 合計 0 1 2 3以上 合計
0 0 436 54 4 494 0 952 29 0 981
1 378 169 19 3 569 2,589 378 10 2 2,979
2 85 60 7 0 152 433 84 13 2 532
3以上 22 9 0 0 31 94 20 2 0 116
合計 485 674 80 7 1,246 3,116 1,434 54 4 4,608






8 領域の中では 2004 年以降の基礎生物学や 2003 年以降の臨床医学分野の論文数の増加が
著しい。また全分野の論文の半数以上は 1 ヶ国のみによって作成されている（参考図表 26）。 
2ヶ国による国際共著論文の約 71. 5%、3ヶ国による国際共著論文の 91.6%が高所得OECD
国に属する機関を含み作成されている。他方、別刷り送付先は、2 ヶ国による論文の 44.9%、
3 ヶ国による論文の 58.4%が高所得 OECD 国により占められている（参考図表 27）。 
参考図表 26 分野別の論文数（左：論文数の推移、右：共著国数の割合） 
  





















































































参考図表 29 論文数の推移（機関数別） 
  
ナイジェリア 1 ヶ国のみにより作成された論文も国際共著論文のどちらも、1 大学のみや
1 機関のみによる作成が多数である。また大学と大学外機関の論文数を比較すると、ナイジ
ェリア 1 ヶ国では大学外機関よりも大学により作成された論文数が 10 倍以上であり、国際
共著でも約 3.5 倍と大学により作成された論文数が多い（参考図表 30）。 
参考図表 30 当該国の機関間の共著 
 
 
正式名称・英語　（略語、国内での名称） 論文数 割合 所在国
1 University of Ibadan 1526 15.1% ナイジェリア
2 Obafemi Awolowo University (OAU) 1034 10.2% ナイジェリア
3 University of Nigeria, Nsukka (NUU) 761 7.5% ナイジェリア
4 Ahmadu Bello University 713 7.1% ナイジェリア
5 University of Lagos 546 5.4% ナイジェリア
6 University of Benin 541 5.4% ナイジェリア
7 University of Agricultur (Abeokuta, Makurdi, Umudike) 492 4.9% ナイジェリア
8 International Institute of Tropical Agriculture (IITA), Nigeria 485 4.8% ナイジェリア
9 University of Ilorin 331 3.3% ナイジェリア















0 1 2 3以上 合計 0 1 2 3以上 合計
0 0 4,309 994 129 5,432 0 1,949 218 41 2,208
1 446 737 127 23 1,333 583 233 37 2 855
2 44 58 13 8 123 45 23 11 1 80
3以上 7 14 5 1 27 8 5 0 0 13
合計 497 5,118 1,139 161 6,915 636 2,210 266 44 3,156
１ヶ国のみによる論文数 国際共著による論文数                   大学数
大学外機関数
